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資料：Graham＆Kaplan前掲論文
資真：Graham＆Kaplan前掲論文
ては需要が弾力的であることは明らかであ
る。料金規制の大幅な緩和は，このように異
なったカテゴリーに属する需要に対応し，様
々な料金表の供給という価格行動をとること
を可能とした。次の表一9は1500マイル以上の
市場においてツーリスト市場に代表されるレ
ジャー客中心の航空料金が全体の平均料金と
どのように異なるかを1980年について示した
ものである。これをみると，市場の大きさが
異なっても常にツーリスト市場の料金は全平
均よりも低く，価格弾力的な市場に対する航
空会社の価格行動が裏打ちされている。さら
に，このような市場の分割は，ツーリスト市
場でのロード・ファクターを高めると同時に
機種サイズの大型化を可能として，コストの
低下にも寄与していることがこの表から明ら
かとなるのである。
　ここでわれわれは1978年法以後のキャリア
ーの価格行動を総括するものとして，次の表
一10を分析しておこう。この表には小さなP
一カル市場も含められており，ローカル線で
は1974年以降DPFIの30％まで料金を引き
あげることが許可されているので，このよう
な料金の伸縮性がどのように表われているか
が，上表から明らかとなるのである。
　まず距離別にみれば，どの市場サイズのカ
テゴリーでも長距離ほど料金が安いことがわ
27
かる。しかも市場サイズが大きいほどDPFI
に対する料金は大きく下落することが示され
ている。これは先のレジャー客などが長距離
で相対的に増加し，ロード・ファクターは上
昇することなどが寄与しているものとみられ
ている。短距離市場については500マイルま
でではP一カル線においてその料金がDPFI
を上まわっていることがここに明示されてい
る。これらの市場でもキャリアーの料金政策
には弾力性が増加したと見られる。
B．航路選択行動の変化
　次に規制緩和後の新旧キャリアーによる航
空ルート選択行動について比較を行っておこ
う。1978年法以前では先述したように競争者
の排除目的の休眠中の免許が存在し，かつ取
得した免許の返上も簡単ではなかったが，こ
の規制緩和後は参入と同時に徹退は容易とな
った。既存の幹線ないしローカル線キャリア
は大型機種を保有している傾向が強いのに対
し，新規参入企業は座席数100以下のエンジ
ン2基程度のジェット機を保有している傾向
にあったので，長距離市場と短距離市場での
コスト的な優位性はそれぞれ異なっていた。
したがって規制緩和の競争圧力は旧キャリア
ーがローカルな小市場から徹退するインセン
ティブを与え，実際1978年11月から1980年ま
でに旧キャリアーは132都市のサービスを放
棄したのである。しかしこのような市場が結
局新キャリアーには開かれたことになり，か
つ料金の弾力性は大となっていたから，彼ら
にとってこの市場は十分に参入の魅力ある市
場となった。新キャリアーはより小型機でサ
ービスを開始しその結果，1980年には先の旧
キャリアーが放棄した132都市では週あたり
の便数は1978年より2％増加したとされてい
る。
　このような旧キャリアーから新キャリアー
への供給主体の代替は補助金の節約という効
果を副産物としてもたらしていることにも注
意せねぽならない。旧キャリアーは大型機を
使っていたのに対し，小型のcommuterサ
ービスが可能となった結果，補助金の必要額
はかつての35％から40％に減少したとCAB
は推定している。
　また他方では，かつてはP一カル線サービ
スに限定されていた旧キャリアーが長距離路
線にも参入を行うようになってきた結果とし
て，単一キャリアサービスが増加しはじめて
いる。それはある調査によれぽ接続を必要と
するトリップの割合が，1978年から80年にか
けて3％だけ減少したという数字に示されて
いる。次の表一11は1978年に比べて1980年で
は単一キャリアを利用した乗客がどの程度増
加したかを示すものであるが，ヒれによれぽ
約35％程度の増加が顕著に認められるのであ
る。
VIII規制緩和後の市場成果
　規制が1978年以降緩和され，市場の競争圧
力が増大したことによって，国内航空業の市
場成果が改善されたか否かをここで取りあげ
る。まず参入の自由および料金の伸縮性の増
大によって，果して航空業では「破滅的な競
争」という事態が招来されたか否かをここで
検討しよう。次の表一12は，緩和前後のキャ
リアーの利潤の動向をみたものである。これ
によると，1978年第2および第3四半期には
利潤の顕著な増大が見られるが，その逆の破
滅的競争による損失の発生は全くうかがわれ
ない。1979年には石油価格の暴騰によってコ
ストの上昇がもたらされ，不況の影響で乗客
が減少した結果，利潤はマイナスとなる傾向
が強い。しかし1980年以降には再び利潤が上
昇し始めていることがここに示されている。
われわれは結論を下すに十分な期間を持って
いるとは言えないが，このような利潤の動向
からは，航空市場への競争導入が，この市場
のポテンシアルを発揮させて利潤の拡大をも
表一12利潤の変動
幹線キャリ
アの利潤
ローカル線キ
　　　　　　合　計ヤリアの利潤
表一11　同じ航空会社の便に乗りかえる乗客の割
　　　合変化（1978年対1980年）
市場サイズ別
距離　最大100101～200小市場サン
　　　　市場　　　位の市場　プル
1976
1977
1978
　　マイル
　0～200
201～500
501～1000
1001～1500
1500以上
o．go
1．11
1。53
2．04
0。95
1．20
1．06
1．36
1．56
1．14
1．47
1．39
1．20
1．48
1．13
1979
1980
平均　　1．35 1．24 1。38
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2
3
4
1
2
3
4
一81，9
　214．6
　251．3
　86．　9
　9．7
　158．9
　234．4
　114，2
　87．8
　285．6
　416．2
　48．4
－31．3
　149．2
－23．1
－166，6
－207．5
－117．3
　56．8
　36．0
8
5
1
7
．
2
0
7
5
　
n
δ
3
2 4
7
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0
σ
Q
U
9
一
ハ
U
2
3
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δ
4
5
9
3
0
2
ハ
0
4
1
ρ
0
　
5
5
2 0
0
5
1
5
1
8
6
2
3
2
5
5
7
0
8
一
8
4
　
一
3
6
6
561．4
646，5
976．4
56．7
一71．0
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米国における規制緩和とその影響：南部
たらす力を持ち，いわゆる破滅的競争の危惧
は単なる“falk　lore”にすぎないことを示唆
しているものと思われる。
　次に，ダグラス＆ミラー以来問題とされて
きた航空サービスの過剰能力の問題をとりあ
げてみよう。ダグラス＆ミラーの分析では，
ロ　一一ド・ファクターに着目すると設備の効率
的な利用を行なうためには，飛行距離が長い
ほどロード・ファクターが上昇する必要があ
るとされた。しかしキャリアー間でのスケジ
ュール競争によって，便数頻度が高くなれぽ，
長距離路線のロード・ファクターは下落せざ
るをえない。しかしもし規制緩和が，便数頻
度による増発競争のインセンティブを解消さ
せるのならぽ，ロード・ファクターと距離の
間には正の関係が期待できることになる。こ
のようにして規制緩和が市場における過剰能
力の問題の改善に寄与しているか否かを見た
のが，次のGraham，　Kaplan＆Sibleyに
よるロード・ファクターの計測結果である。
ここでは1969年におけるダグラス＆ミラーの
結果と規制緩和の過渡期にあった1976年およ
び1980年が比較されている。表一13において
1969年では距離Dの係数は十分に有意ではな
いが負の符号をとっている。これに対して
1976年および80年ではこの係数が正に転じ
て，しかも十分に高い有意性をもつようにな
った。しかし（2）および（3）を比べると
　表一13　ロード・ファクターの回帰結果
注意すぺきは，大市場に比して小市場での方
が，n一ド・ファクターは距離以外の乗客数
（N）や航空会社数（A）に対してはるかに
敏感に反応することである。
　この計測結果をもとにして，距離とP一ド
・ファクターの関係を図示したのが図一8であ
る。これにょれぽ，1980年においては，ロー
ド・ファクターが一貫して高いだけでなく，
距離の増加とともに上昇することが示されて
いる。これはダグラス＆ミラーの1969年とは
対照的である。これらの結果は，規制緩和が
少なくともかつての過剰能力問題の解決に一
定の効果を与えはじめていることを示唆する
と考えてよい。
　最後に，航空業における生産性が規制緩和
によってどのような影響を受けているかを見
ておこう。生産性に影響を与えることが予想
される諸要因の1972年以降の変化が次の表一
14にまとめられている。これをみると，ロー
ド・ファクター，座席利用密度，機体利用度
などについて，1978年以降顕著な増大がある
ことがわかる。またトリップの長さも70年代
未から顕著に増加している。したがってこれ
らの要因が，航空サービスの生産性に対して
それを引きあげる方向に作用することは十分
に予想される。分析はインプット価格も同時
に変化するので簡単ではないが，Graham＆
Kaplanは，ロード・ファクターと機体利用
定数項
ln（1））　　ln　（N）
（D＝距離）　（N＝乗客数）
（A一縷社数）π・
1980　（1）　全市場（314サンプル）
（2）　トップ市場（185サγプル）
（3）　小市場（129サンプル）
1976　（4）　全市場（312サンプル）
1969　（5）　ダグラス＆ミラーの推定結
　　　　　果（347サンプル）
　．146
　（3．5）
　．540
　（8．4）
一．062
　（0．9）
　．257
　（6．1）
．257
　．033
　（6．0）
　．001
　（0．1）
　．060
　（6．0）
　．030
　（5．2）
一．019
　（1．8）
．042
（7．8）
．015
（2．3）
．053
（5．5）
．022
（3．6）
．073
（7．0）
一．046
（4．5）
一．037
（3．1）
一．059
（3．3）
一．044
（3．6）
一．146
（5．5）
．25
．05
．34
．13
．14
資料：D．R．　Graham，　D．　P．　Kaplan＆D．　S．　Sibley“E伍ciency　and　Competition　in　the　Airline　Industry”（Sep．
1981）Table－2，　p．12
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図一8ロードファクターの比較：1969，1976および1980年
ロード・ファクター
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表一14　規制緩和の生産性への影響
顕’プア平均座融度讐管柔1購酢日豫鵜・プ灘賜イズ
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979
1980
52．4
51．9
55．7
54，8
55．8
55．9
61．2
63．2
58．3
162．0
168．5
171．5
173．6
176．9
17＆8
185．3
186．9
187．7
8．91
9．40
8．74
8．38
8．89
9．41
9．67
10．02
9．05
792
797
795
810
819
820
837
854
884
157，787
167，760
183，596
186，　687
197，　084
202，022
209，497
214，　204
224，　595
資料：Graham＆Kaplan前掲論文
率の生産性向上に対する影響の大きいことを
見出しており，規制緩和がこれらに顕著な影
響を与えていることからして，航空サービス
の生産性上昇もまた規制緩和のポジティブな
成果とみなすことができる。
30
IX　規制緩和の評価：若干の覚書
　これまでの分析を通観すれぽ，規制緩和の
効果はこの数年間においてもかなりの程度あ
らわれてきていると言うことは可能であるが，
より長期的な変化を観察しなけれぽ結論を下
すことは不可能であろう。特に最近時点での
米国における規制緩和とその影響：南部
アメリカにおける不況というマクロ面での影
響が，各産業の市場成果に深刻な影響を与え
ていることは明らかであり，より長い景気局
面がとられなけれぽ総合的な評価は困難であ
る。
　しかしここでは次のような諸点について暫
定的な結論を覚書として下しておくことにし
たい。
　（i）規制が緩和される以前においても，
トラック及び航空業では，市場はかなりの程
度競争的であったということが，緩和を比較
的大きな摩擦なしに可能とした大きな原因で
あったと考えられる。規制自体は各市場での
均衡に大きな影響を与え，それは市場のポテ
ンシアルを十分に発揮させなかったり（特に
トラック運送業），非価格競争を構造的に強
いる結果となって消費者の価格・品質の選択
に歪みを与える（国内航空業）ことになって
いた。しかしいずれの産業でも，規制の抜け
穴から大きく水がこぼれ出るという形で，市
場成果自体は，規制による独占的レントを与
えるものではなかったのである。したがって
規制緩和自体は新規参入を計画している企業
にとってだけでなく，既存の免許保有企業に
とっても，ある部分においてはマイナス面が
あったにせよ，全体としては行動の自由度拡
大をもたらし成長や収益の増大を可能とする
ものと評価されたとしても当然である。言い
代えれぽ，規制がその特権保持者である免許
業者に大きなレントを保証しないのであれぽ，
それが存在する価値は企業にとってゼnかあ
るいは自由の束縛という点でマイナスであっ
たと言ってよい。したがって規制緩和自体が，
既存企業にとってもパレート・シュペリアー
な方策であったという可能性が大きい。
　このような点から，制度の変更がもたらす
調整のための社会的コストは，少なくともわ
れわれの利用可能なデータの範囲内では，ほ
とんど無視できるオーダーにあったと考えら
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れる。したがってわが国においても，今後規
制緩和を方向として追究するとしたら，緩和
されるぺぎ市場における現在の競争の程度に
ついて，特にその市場成果に着目した分析が
あらかじめなされることが必要であろう。
　（ii）　規制緩和に対する国民一消費者の
反応は，われわれのインタビa一調査の範囲
内では，好意的あるいは特に，これに反対す
るような意思表明はないとのことであった。
これはたとえぽ，小都市地域に対する航空サ
ービスが量的には不変ないし若干増加したが
質的には変化したような地域についても，消
費者側の不満はないという点に特徴的にあら
われている。かつては大型ジェット機のサー
ビスが受けられた住民が，規制緩和後には小
型機のcommuterサービスしか受けられな
いとしても，実質的には便数が確保されるの
であれぽ不満がないというのが事実なら，わ
れわれはここにいくつかの感想をもたざるを
えない。第一には，航空サービスがアメリカ
では単なる私的サービスの一つであって，特
に公共的なサービスとして概念されているも
のではないのではないかということである。
もしそうなら，サービスの質という点での
「平等性」というような観点から規制緩和に
対して住民が特定の反応を示すことはないの
が自然であろう。この点はわが国において交
通機関が必ずしもこのような「平等」という
観点を抜きにしては語りえないのと好対照を
示しているように思われる。第二には，アメ
リカ国民の中央政府に対する態度が日本とは
異なっていると考えることができるかもしれ
ないという点である。アメリカ人は基本的に
まずある州の州人であって，そこでかなりの
程度独立的なコミュ＝ティを営みながら，同
時に中央政府の施策によって影響を受ける。
航空のようなサービスについては，それが州
間にまたがるものである場合には中央政府の
決定に対して，州内の航空サービスに対して
と必ずしも同じ反応を示すものではないので
はないかとも考えられる。州内の航空サービ
スについては「平等性」はやはり重要なもの
かもしれないが，問題が州際となると，それ
がどのように解決されるかはよりリモートな
ものとなるであろう。これはわが国でも国民
は県人ではあるが，しかしより強く一国の日
本国民としての平等性が強く意識されるのと
は異なるのではないかと思われるのである。
　第三には，規制緩和に対して強い批判的見
解を持った法律家の意見を聞く機会があった
が，そのような人々の観点では規制緩和策に
は基本的に“social　value”と視点が欠如し
ているということであった。これは恐らく，
政府が一定の分野においてはあまねく供給す
べき義務のあるサービスがあるにも拘らず，
市場メカニズムにすべてを委ねることになる
と，そのような普遍性の原則は実現されない
という点をついたものである。逆に言えば，
規制緩和はもはや航空サービスを特に公共性
の強いものとして，他の私的なサービスと区
別するものではないが，このようなサービス
のカテゴリー規定に問題があるということで
あろう。実際あるサービスがどの程度公共的
であるかを決める確実な基準が存在しない以
上，上のような批判はつねに存在しうる。し
たがってわが国において規制緩和を考えると
きにも，わが国における航空ないし運輸サー
ビスについてその公共性がどのように評価さ
れているかを見定めた上でないと，単にアメ
リカにおいて規制緩和が成功したかに見える
からといって，これを模倣することは無意味
である。
　（iii）　アメリカにおける規制緩和が実施さ
れる以前において，たとえぽCABのDPFI
に典型的に見られるように，規制自体がどの
ような影響を与えているかを判断する為の，
基礎的で充実した調査がなされていたことに
は注目しなくてはならない。単なる理念とし
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て，緩和が望ましいとされるのではなくて，
規制による現実の歪みが客観的に観察でぎる
ような調査が，アメリカでの規制緩和を国民
にとってより納得的にしているように思われ
る。この点においてわが国では，経済学的に
も意味のある本格的調査がシステマティック
の行われるということは，マクロ的な分野を
除けぽ依然として極めて乏しいように思われ
るのである。行政的なニーズに基づく，政策
決定の単なる手段としての調査でなく，客観
的な判断基準として使用に耐えうる実態の解
明にわが国でも今後本格的に取り組むべき時
期が到来していると言わなけれぽならない。
X　お　わ　り　に
　最近6ヶ月におけるアメリカ航空業の状況
は，これまでの分析で述べられた以上に厳し
いものとなってきているようである1ユ｝。それ
は特に，本年5月に入って業界で第8位の規
模にあり54年の歴史を持っていたブラニフ
（Braniff　lnternational　Corp．）が倒産したこ
とに示されている。同社は規制緩和以後，積
極的に新ルートの取得を行った。実際1978年
以降，規制緩和によって1000以上のルートが
取得可能になったとき，ブラニフは624ルニ
トについて申請をし，またこの新ルートで航
行するために9億2千5百万ドルで41機を新
たに購入した。このようなブラニフの積極策
に対して，石油価格の急上昇と不況とは，同
社に対して深刻な打撃を与えた。そして巨額
の赤字累積は最終的に倒産という形をとった
のである。
　この最近のエピソードが，規制緩和以後の
価格競争の激化と結びついていることは事実
であるが，規制緩和がブラニフの倒産の原因
であったとは考えにくい。むしろ同社のケー
スは，航空市場の見通しに関する予想の誤り
11）以下の叙述はNews　Weeck，1982年4月19日号お
　よび5月24目号によるところが多い。
米国における規制緩和とその影響：南部
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に基づく極端な設備投資に直接の原因がある
ように思われる12）（これはイギリスにおける
レイカー航空の倒産とも共通する）。
　実際，次の図一9および図一10そして表一15
は，ブラニフの経営戦略が他社とはかなり異
なったパターンをとっていたことを示してい
る。図一9によれば，ブラニフは積極的な新駅
（station）の開発を行ったが，それに比して
マイルあたり坐席数は伸びていないことが示
されている。図一10は飛行距離の伸びと操業
度の伸びとの関係をみたもので，一般に飛行
距離が長くなれぽ，操業度もまた上昇するこ
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とが期待されている。点線は45°線であるか
ら，この線上にあれぽ両者は同率で伸びてい
ることになる。しかし図からも明らかなよう
に，ブラニフのみがこの45°よりも下方にあ
るのである。
　さらに表一15は，幹線航空会社間の1976年
から79年にかけての供給能力の成長率を比較
したものであるが，ブラニフは航空機台数成
長率がもっとも高いことが示されている。他
の航空会社にあっては逆に航空機台数を減少
表一15成長率の比較（％）
マイルあたり座席数　　1機あたり座席数　　操業度（時間／日）　　航空機台数
American
Braniff
Continental
Delta
Eastern
NatiQnal
Northwest
TWA
United
Western
18．3（％）
37．8
19，5
20，0
19．6
15．9
9。4
28．2
20．9
　7．・9（％）
　4．8
　0．　0
　5．6
12．4
－4。7
　2．9
　6．9
　5．3
　8，6
6．9（％）
4．5
6．8＊
9．9
3．7
31．5
3．3
22．0
10．4
一1．5（％）
　20，2
　17．0
　1．2
　1．5
－12．4
一4．3
－11．7
　1．0
＊1977年および1978年のみ
資料：前掲書，Tab工e　6－6，　p．109
12）J．R．　Meyer，　C．　V．　Oster，　Jr．，1．　P．　Morgan，　B．　A．　Berman　and　D．　L，　Strassmann，　Airline　Deregulation，　The
　E¢プ砂Experience（Auburn　House，1981）を参照。
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させているものが4社もあるのと，まさに対
照的な経営戦略がとられていたことを如実に
これは物語っている。以上のような観察から
すると，今回のブラニフの倒産は単に規制緩
和のもとでの価格競争の結果というよりも，
慎重さ（prudence）を欠いた経営戦略の破綻
という色彩の方が強いと見る方が妥当であろ
う。
　規制緩和のもたらした価格競争のより大
きな社会的問題は，価格と便利性（conveni－
ence）とのトレード・オフにおいて，今度は
低価格が同時に乗客の不便を頻繁にもたらし
はじめたことにある。最近航空会社は絶えず
スケジュール変更を行い，乗客や旅行代理店
に前触れなしに便を欠航させることがあると
言われている。このような事態は規制緩和後
の不均衡の状態においては予想されないこと
ではないから，市場における競争が貫徹すれ
ぽ，新しい価格と便利性の均衡がいずれ達成
されることになろう。しかしそれ以前に，規
制緩和に対する見直しが，政治的な観点から
始動することもありうるし，われわれはアメ
リカ航空業界の「規制緩和」という一つの実
験を今後も注目してゆく必要がある。
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